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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．営業収益には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第45期 

第２四半期 
連結累計期間 

第46期 
第２四半期 

連結累計期間 

第45期 
第２四半期 

連結会計期間 

第46期 
第２四半期 

連結会計期間 
第45期 

会計期間 

自平成21年 
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
４月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年 
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

営業収益（百万円）  8,807  10,940  4,581  5,591  18,671

経常利益（百万円）  244  463  120  230  748

四半期（当期）純利益（百万円）  122  226  51  116  284

純資産額（百万円） － －  9,711  9,934  9,796

総資産額（百万円） － －  22,487  23,375  23,715

１株当たり純資産額（円） － －  1,284.39  1,320.24  1,299.84

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 16.45  30.36  6.88  15.56  38.12

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  42.6  42.1  40.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 83  654 － －  184

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △161  △149 － －  △782

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △50  △499 － －  608

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  813  920  931

従業員数（人） － －  1,001  971  979

－ 2 －



当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

（1）連結会社の状況 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 971  (205)

（2）提出会社の状況 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 623  (190)

－ 3 －



(1）輸送実績 

(2）営業収益 

（注）１．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の営業収益及び当該営業収

益の総営業収益に対する割合は次のとおりであります。 

２．本表の金額には消費税等は含まれておりません。 

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

第２【事業の状況】

１【営業の状況】

区分 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
  至 平成22年９月30日）  

実績 前年同四半期比（％） 

延実働車輌台数（台）  24,496  96.5

輸送トン数（トン）  152,223  106.4

走行距離（㎞）  6,535,842  103.3

セグメントの名称 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
  至 平成22年９月30日）  

金額（百万円） 前年同四半期比（％） 

物流事業  5,499  121.1

その他  91  242.9

合計  5,591  122.1

相手先 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
  至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
  至 平成22年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

生活協同組合連合会 

ユーコープ事業連合 
 112  2.5  734  13.1

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

－ 4 －



文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

(1）業績の状況 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益に改善が見られるなど、全体として景気回復基調に

ありましたが、政策効果の息切れや円高・株安の進行、世界経済の回復ペースの鈍化などにより、景気の先行きに

ついては不透明感が増す状況になっています。 

当物流業界においては、エコ家電やエコカー補助金の刺激効果もあって耐久消費財を中心に広範囲な分野におい

て荷動きが回復しましたが、期の後半には、円高・株安によるデフレの進行など、事業環境面の懸念材料も再浮上

いたしました。 

このような中、当社グループにおいては、前期に開設した厚木（神奈川県）の事業所がフル稼働し、業績に寄与

しました。品目別では猛暑の影響から家電や飲料の取り扱いが増加し、食品、衛生用品等の生活関連貨物も好調裡

に推移しました。 

この結果、当第２四半期連結会計期間の営業収益は55億91百万円（前年同期比22.1％増）、営業利益は２億54百

万円(前年同期比43.9％増）、経常利益は２億30百万円（前年同期比90.9％増）、四半期純利益は１億16百万円

（前年同期比126.0％増）となりました。 

部門別の営業収益は次のとおりであります。 

物流事業は54億99百万円（前年同期比21.1％増）となりました。その内訳は、輸送部門が35億9百万円(前年同期

比14.4％増）、倉庫部門が19億90百万円（前年同期比34.8％増）であります。その他（不動産事業）は91百万円

（前年同期比142.9％増）となりました。 

  

(2）財政状態の分析 

当第２四半期末の資産の部合計は、前四半期連結会計期間末に比べ２億55百万円減少の233億75百万円となりま

した。主な要因は、現金及び預金、販売用不動産及び建物及び構築物が減少したためであります。 

負債の部合計は、前四半期連結会計期間末に比べ３億56百万円減少の134億41百万円となりました。主な要因

は、未払法人税等が増加したものの、短期借入金及び長期借入金が減少したためであります。 

純資産の部合計は、前四半期連結会計期間末に比べ１億１百万円増加の99億34百万円となりました。主な要因

は、利益剰余金が増加したためであります。 

(3）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は９億20百万円となり、前四半期連結会

計期間末より77百万円減少しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は５億25百万円（前年同四半期は37百万円の支出）となりました。これは主に税金

等調整前四半期純利益２億10百万円、減価償却費１億43百万円、仕入債務の増加81百万円及びたな卸資産の減少53

百万円による収入があったことなどによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果支出した資金は１億10百万円（前年同四半期比57百万円増）となりました。これは主に有形固定

資産の取得による支出１億14百万円によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果支出した資金は４億80百万円（前年同四半期は21百万円の獲得）となりました。これは主に長期

借入金による収入１億円に対し、短期借入金の純減少額２億５百万円及び長期借入金の返済支出３億73百万円など

があったことによるものです。 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(5）研究開発活動 

該当事項はありません。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(1）主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。 

  

第３【設備の状況】

－ 6 －



①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  17,600,000

計  17,600,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成22年11月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  7,546,000  7,546,000

大阪証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード） 

 単元株式数 

 100株 

計  7,546,000  7,546,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成22年７月１日～

平成22年９月30日 
 －  7,546,000  －  1,284  －  1,070

－ 7 －



  

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が600株含まれております。また、「議 

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個が含まれております。 

②【自己株式等】 

  

（６）【大株主の状況】

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社住友倉庫 大阪市西区川口２丁目１－５号  4,527  60.00

澤田邦彦 浜松市北区  202  2.68

遠州トラック従業員持株会 静岡県袋井市木原６２７番地の３  197  2.61

株式会社商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲２丁目１０－１７  169  2.24

有限会社スリーナイン 静岡県袋井市永楽町３２５番地  131  1.73

株式会社静岡銀行 静岡市葵区呉服町１丁目１０番地  124  1.64

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号  121  1.60

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目２７－２  103  1.37

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６  100  1.32

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２－１  100  1.32

計 －  5,776  76.54

（７）【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式      84,800
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   7,458,900  74,589 － 

単元未満株式 普通株式     2,300 － － 

発行済株式総数  7,546,000 － － 

総株主の議決権 －  74,589 － 

  平成22年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

遠州トラック株式

会社 

静岡県袋井市木原

627番地の３ 
 84,800  －  84,800  1.12

計 －  84,800  －  84,800  1.12

－ 8 －



【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

２【株価の推移】

月別 
平成22年 

４月 
５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円）  800  751  750  709  683  670

最低（円）  696  637  660  660  649  640

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第２四半期連結会計期間（平成22

年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人と

なっております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 946 958

受取手形及び営業未収入金 3,394 3,378

販売用不動産 126 181

繰延税金資産 70 74

その他 246 260

貸倒引当金 △6 △5

流動資産合計 4,778 4,848

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  4,889 ※1  4,786

機械装置及び運搬具（純額） ※1  186 ※1  223

土地 10,826 10,820

建設仮勘定 23 208

その他（純額） ※1  145 ※1  140

有形固定資産合計 16,070 16,180

無形固定資産 311 308

投資その他の資産   

投資有価証券 254 272

繰延税金資産 374 367

その他 1,599 1,746

貸倒引当金 △12 △9

投資その他の資産合計 2,215 2,378

固定資産合計 18,597 18,866

資産合計 23,375 23,715
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 1,881 1,776

短期借入金 4,534 4,629

未払法人税等 212 244

賞与引当金 105 105

その他 566 666

流動負債合計 7,300 7,422

固定負債   

長期借入金 5,616 5,956

退職給付引当金 256 249

負ののれん 16 19

その他 250 271

固定負債合計 6,140 6,495

負債合計 13,441 13,918

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,284 1,284

資本剰余金 1,086 1,086

利益剰余金 7,524 7,357

自己株式 △59 △59

株主資本合計 9,835 9,668

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 20 35

繰延ヘッジ損益 △3 △9

為替換算調整勘定 △2 2

評価・換算差額等合計 14 29

少数株主持分 84 98

純資産合計 9,934 9,796

負債純資産合計 23,375 23,715
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

営業収益 8,807 10,940

営業原価 8,171 10,106

営業総利益 635 833

販売費及び一般管理費 ※  308 ※  312

営業利益 326 521

営業外収益   

受取利息 2 3

受取配当金 5 2

負ののれん償却額 2 2

受取保険金 － 6

その他 12 21

営業外収益合計 23 35

営業外費用   

支払利息 61 66

その他 43 26

営業外費用合計 105 93

経常利益 244 463

特別利益   

固定資産売却益 0 5

特別利益合計 0 5

特別損失   

固定資産除却損 4 20

投資有価証券評価損 1 －

関係会社出資金評価損 － 32

特別損失合計 5 52

税金等調整前四半期純利益 239 416

法人税等 △7 200

過年度法人税等 125 －

法人税等合計 118 200

少数株主損益調整前四半期純利益 － 215

少数株主損失（△） △1 △10

四半期純利益 122 226
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成22年９月30日) 

営業収益 4,581 5,591

営業原価 4,254 5,186

営業総利益 326 405

販売費及び一般管理費 ※  149 ※  150

営業利益 177 254

営業外収益   

受取利息 1 0

受取配当金 3 0

負ののれん償却額 1 1

受取保険金 － 6

その他 6 15

営業外収益合計 13 23

営業外費用   

支払利息 30 33

その他 38 14

営業外費用合計 69 47

経常利益 120 230

特別利益   

固定資産売却益 0 1

特別利益合計 0 1

特別損失   

固定資産除却損 4 20

関係会社出資金評価損 － 1

特別損失合計 4 21

税金等調整前四半期純利益 116 210

法人税等 △57 98

過年度法人税等 125 －

法人税等合計 67 98

少数株主損益調整前四半期純利益 － 112

少数株主損失（△） △2 △4

四半期純利益 51 116
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 239 416

減価償却費 276 278

支払利息 61 66

投資有価証券評価損益（△は益） 1 －

関係会社出資金評価損益（△は益） － 32

有形固定資産売却損益（△は益） △0 △5

有形固定資産除却損 － 20

売上債権の増減額（△は増加） △582 △16

たな卸資産の増減額（△は増加） 22 54

仕入債務の増減額（△は減少） 226 106

その他 37 △12

小計 283 939

利息及び配当金の受取額 8 5

利息の支払額 △58 △63

和解金の支払額 △67 －

法人税等の支払額 △81 △228

法人税等の還付額 － 1

営業活動によるキャッシュ・フロー 83 654

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △131 △269

有形固定資産の売却による収入 1 26

貸付金の回収による収入 － 140

その他 △31 △46

投資活動によるキャッシュ・フロー △161 △149

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 710 90

長期借入れによる収入 278 200

長期借入金の返済による支出 △979 △724

配当金の支払額 △59 △59

その他 △0 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー △50 △499

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △17

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △128 △11

現金及び現金同等物の期首残高 941 931

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  813 ※  920
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日） 

会計処理基準に関する

事項の変更 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第

18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

なお、これによる損益への影響はありません。 

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書） 

１．前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示して

おりました「有形固定資産除却損」は重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記すること

としました。なお、前第２四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれ

る「有形固定資産除却損」は４百万円であります。 

２．前第２四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示して

おりました「貸付金の回収による収入」は重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記する

こととしました。なお、前第２四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含

まれる「貸付金の回収による収入」は14百万円であります。 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日） 

繰延税金資産及び繰延

税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、

かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年

度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法で算定し

ており、前連結会計年度末以降に経営環境等、または、一時差異等の発生状況に著しい

変化が認められた場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法で算定してお

ります。 
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日） 

税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当

該見積実効税率を乗じて計算しております。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

あります。 

7,966 ※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

あります。 

7,781

 ２．受取手形割引高は、 百万円であります。 176  ２．受取手形割引高は、 百万円であります。 192

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

人件費 百万円183

（内賞与引当金繰入額） (5) 

（内退職給付費用） (4) 

給与手当及び福利費 百万円178

賞与引当金繰入額  6

退職給付費用  8

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

人件費 百万円85

（内賞与引当金繰入額） (△0) 

（内退職給付費用） (2) 

給与手当及び福利費 百万円88

賞与引当金繰入額  4

退職給付費用  4

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成21年９月30日現在）  （平成22年９月30日現在）

  

  （百万円）

現金及び預金勘定  931

預入期間が３か月を超える定

期預金 
 △118

現金及び現金同等物  813

  （百万円）

現金及び預金勘定  946

預入期間が３か月を超える定

期預金 
 △26

現金及び現金同等物  920
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

  

（株主資本等関係）

普通株式 7,546,000株

普通株式 84,873株

  
（決議） 

株式の種類
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年５月13日 

取締役会 
普通株式  59  8.00 平成22年３月31日 平成22年６月９日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年11月５日 

取締役会 
普通株式  59  8.00 平成22年９月30日 平成22年12月10日 利益剰余金 
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前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．主な事業区分は次のとおりであります。 

(1）物流事業  一般貨物自動車運送事業・貨物運送取扱事業・倉庫事業 

(2）その他事業 不動産事業 

  

 前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期

間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日）  

  本邦の営業収益は、全セグメントの営業収益の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

 前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期

間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日）  

  海外営業収益は、連結営業収益の10％未満であるため、海外営業収益の記載を省略しております。 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
物流事業 

（百万円） 
その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益           

(1）外部顧客に対する営業収益  4,543  37  4,581  －  4,581

(2）セグメント間の内部営業収

益又は振替高 
 －  －  － (－)  －

計  4,543  37  4,581 (－)  4,581

営業利益  273  24  297 (120)  177

  
物流事業 

（百万円） 
その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益           

(1）外部顧客に対する営業収益  8,709  97  8,807  －  8,807

(2）セグメント間の内部営業収

益又は振替高 
 －  －  － (－)  －

計  8,709  97  8,807 (－)  8,807

営業利益  521  48  569 (242)  326

【所在地別セグメント情報】

【海外営業収益】
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１．報告セグメントの概要  

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社では、輸送・倉庫を中心とした「物流事業」のほか「不動産事業」を展開しサービスを提供しておりま

す。また、実際のサービスは、各営業所・子会社を通じて提供しておりますが、同一のサービスを提供する営

業所・子会社の経済的特徴は概ね類似しております。したがって、当社は各営業所・子会社を集約して、「物

流事業」を報告セグメントとしております。 

「物流事業」は、一般貨物自動車運送事業、貨物運送取扱事業及び倉庫事業を行っております。 

２．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

 （単位：百万円）

  

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

 （単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業を含んでお

ります。 

２．当第２四半期連結累計期間のセグメント利益の調整額△250百万円には、各報告セグメントに配分

していない全社費用△251百万円及びその他の調整額１百万円が含まれております。また、当第２四

半期連結会計期間のセグメント利益の調整額△121百万円には、各報告セグメントに配分していない

全社費用△121百万円及びその他の調整額０百万円が含まれております。なお、全社費用は、主に報

告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号 平成20年3月21日）を適用しております。 

【セグメント情報】

  

  

報告セグメント その他 

（注１） 
合計 

調整額 

（注２） 

四半期連結損益

計算書計上額 

（注３） 物流事業 

営業収益 

外部顧客への営業収益 

セグメント間の内部営

業収益又は振替高 

 

 

10,812

－

 

 

127

－

 

 

10,940

－

 

 

－

－

 

 

10,940

－

計  10,812  127  10,940  －  10,940

セグメント利益  726  45  771  △250  521

  

  

報告セグメント その他 

（注１） 
合計 

調整額 

（注２） 

四半期連結損益

計算書計上額 

（注３） 物流事業 

営業収益 

外部顧客への営業収益 

セグメント間の内部営

業収益又は振替高 

 

 

5,499

－

 

 

91

－

 

 

5,591

－

 

 

－

－

 

 

5,591

－

計  5,499  91  5,591  －  5,591

セグメント利益  353  23  376  △121  254
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）  

     当社グループは、不動産賃借契約に基づき、契約終了時における原状回復に係る債務を有しておりますが、当

該債務に関する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定されていないことから、債務の履

行時期を予測することが難しく、資産除去債務を合理的に見積もることができないため、当該債務に見合う資産

除去債務を計上しておりません。  

（資産除去債務関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

該当事項はありません。 

  

平成22年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当金に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額………………………59百万円 

（ロ）１株当たりの金額……………………………………８円00銭 

（ハ）支払請求権の効力発生日及び支払開始日…………平成22年12月10日 

（注）平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行いま

す。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭1,320 24 １株当たり純資産額 円 銭1,299 84

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭16 45 １株当たり四半期純利益金額 円 銭30 36

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。  

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。  

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日） 

四半期純利益（百万円）  122  226

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  122  226

期中平均株式数（株）  7,461,233  7,461,160

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭6 88 １株当たり四半期純利益金額 円 銭15 56

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。  

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。  

  
前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 

四半期純利益（百万円）  51  116

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  51  116

期中平均株式数（株）  7,461,230  7,461,127

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成21年11月９日

遠州トラック株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 後藤 研了  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 前田 徹   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている遠州トラック株

式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、遠州トラック株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成22年11月10日

遠州トラック株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 後藤 研了  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 前田 徹   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている遠州トラック株

式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から

平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、遠州トラック株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 




